
問 題

教師による不登校児への援助的かかわりの重要性

不登校児童・生徒が１３万人を超えた現在，その背後に何倍もの不登校予備群（年間３０日

以下の欠席，登校渋りなど）がいることを考えると，もはや不登校という現象が，かつて

のように特殊な現象ではなく，すべての教師がそのケアに関わる可能性が高い時代となっ

ている。また，不登校児やその家族に最初に関わる援助者は，学校の担任教師となる。実

際に，担任教師から長期にわたる援助を受けながら学校に再登校できるようになった児

童・生徒は多い。その意味で，不登校児への援助的関わりにおいて担任教師の役割は大変

重要だといえるだろう。

担任する子どもの不登校による教師の心理的プレッシャー

しかし，半面，担任している子どもが不登校に陥った場合，教師は，かなりの心理的プ

＊甲府市立甲府東中学校 心の教室相談員 ＊＊学校教育講座

教師のための不登校対応自己効力尺度作成の試み
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for the School Refusal
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要約：不登校児との出会いや対応は，教師にとって「危機」として体験

される。この危機を乗り切るためには，適切な自己効力感が必要である

と思われる。そこで，本研究では教師としての一般的な効力感ではなく，

より課題固有的な自己効力感として不登校対応自己効力感を設定し，尺

度の作成を試みた。不登校児への対応に関する３６項目について検討を行

うために因子分析をした結果，「支持的受けとめ」「再登校の支援」「協

力」の３因子を抽出した。各因子について回答者の属性別に分散分析を

行った結果，３因子すべてにおいて，女性教師の効力感の高さが明らか

にされた。また第２因子「再登校への支援」において，首都圏の教師に

比べ，地方都市圏の教師の効力感の高さが示唆されるとともに，教職経

験を積んでも，効力感は高まっていないことが明らかにされた。さらに

各項目ごとの平均値からは，不登校に関して子ども自身や同僚に働きか

ける項目に比較して，保護者にはたらきかける項目は低く見積もられる

傾向がみられた。

キーワード：不登校，不登校児担任経験，教師にとっての「危機」体験，

不登校対応自己効力感，不登校児への援助
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レッシャーを受ける事実から目をそらす訳にいかない。近年，不登校の原因について，発

達論的な見方から，「不登校は新しい自分を作っていく過程であり，その原因は単純では

ない」（横湯 １９９７）という考えが広まり，不登校を担任の責任ととらえる傾向は少なく

なっているとされているにも関わらず，実際に我が子が不登校になり動揺した保護者は，

不登校は「学校」や「教師」の側の問題から派生するものだという考え方に一面的にとら

われてしまうことも多い。また，１９９８年に発行された月刊学校教育相談に掲載された記事

の中に，いまだに「不登校が出てしまったという自責の念から，担任１人で背負ってしま

わない」（相馬 １９９８）「不登校を担任（自分）のせいだと責めない」（大森 １９９８）とい

うような記述が見られることからもわかるように，実際に自らの学級の児童・生徒が不登

校になると，自分の指導の責任を何らかの形で感じずにはいられない教師が多いというこ

とがうかがわれるのである。

担任が不登校対応をひとりで抱え込む危険性

このような担任の責任感は，不登校児を自分ひとりで何とかしようと抱え込む危険性を

伴い，教師の孤立感を深める悪循環につながりやすい。担任が，自分ひとりで不登校児に

対応しようと抱え込むことの弊害が指摘され，教師集団のチームワークの大切さや，援助

の必要性が繰り返し叫ばれているにもかかわらず，学校現場には教師が不登校児を抱え込

んでしまわざるを得ない状況が現在もなお存在しているのである。たとえば日常の煩雑な

忙しさの中で，個々の学級をまかされている教師達には，互いに援助しあうだけの余裕が

ない。また，日本の小学校のように，担任が自分の学級をまかされ指導していくというシ

ステムでは，それを補完するような体制が現実には存在しにくいことなどがその原因とし

て挙げられるだろう。

不登校をめぐる学校―家庭連携の困難

また，不登校の増加という現象の中で，無理に学校に行かせる必要はない，登校刺激は

よくないという考え方が一般に広まったことから，教師による再登校の働きかけに対して，

親が否定的に受け取る構えが強まっていることも見過ごすことはできない。また，教師の

側も，不登校は発達的な要因で起こる現象なのだから，教師から登校を勧める働きかけは

よくないと考えて，対応が消極的になってしまう問題が指摘されることも多い。このよう

な考え方は，ある意味で正しいかもしれないが，誤って一面的にとらえられてしまうと，

家庭と教師が協力して不登校児に対応することを難しくしてしまいがちである。

また，援助が効果を発揮して，児童・生徒が再登校できるようになると，保護者は安心

できるが，担任教師は，登校してきたその生徒をどのように学校場面受け入れていけばよ

いのか，という問題と直面することになる。生徒の回復を見積もりながら，どの程度の特

別な配慮が必要なのか，また課題を設定すればよいのかなど，柔軟な対応を求められる事

になるのである。

教師の危機としての不登校児担任体験

このように不登校児との出会いや対応は，教師にとって大きな課題であり，その課題を

遂行できるかどうか不安な場合には「危機」として体験されることが予測される。

キャプランは，「危機」とは人が大切な目標に向かうときに障害に直面し，それが習慣

的な問題解決の方法を用いても克服できない場合に発生する一定期間の状態である，とい

う（山本 １９８６）。教師が不登校児と関わることは，それまでの経験だけでは理解できず，
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学習指導，生活指導といった「教」中心の教育の観点からだけでは対応できないという点

で，まさしく「教師としての危機」となる可能性を持つものである。

しかし，「危機」は必ずしも否定的な意味だけを持つものではない。「危機・crisis」と

いうことばが「分かれ目」という意味を持つように，それはプラスの面「成長を促進する

可能性」をも併せて持つものであり，危機はそれが健康な仕方で克服されるときにはより

高い成長をもたらすものである。すなわち，不登校児を担任するという危機を乗り越える

体験は，教師としての成長をもたらし，今後予想される同種の危機に対しても，これを乗

り越えることができるという肯定的な自己認知をもたらすことが予測される。必要な行動

を達成できたという経験は，強く安定した自己効力をもたらすので，不登校児を担任する

という危機を乗り越えることは，その教師の自己効力感を高めることにもつながる貴重な

体験であると考えられる。

自己効力感について

バンデューラ（Bandura １９７７）は，行動の先行要因としての「予期機能」を重視し，

行動変容に影響を及ぼしている予期機能として二つのタイプを取り上げている。第１のタ

イプは，ある行動がどのような結果を生み出すかという「結果予期」である。第２のタイ

プは，ある結果を生み出すために必要な行動をどの程度うまくできるかどうかという「効

力予期」であり，自分がどの程度の効力予期をもっているかを認知したときに，その個人

には自己効力感があるという。すなわち，ある行動を起こす前にその個人が感じる「遂行

可能感」，自分自身がやりたいと思っていることの実現可能性に関する知識，あるいは，

自分にはこのようなことがここまでできるのだという考えが効力感である，とされている

（中澤ら １９８８）。効力感研究の研究領域は幅広く，臨床・教育場面でも多く使われ，学

業課題達成に関する研究などが見られる（竹綱ら １９８８）。

教師効力感に関する研究

これらの効力感研究の一つとして，１９７０年代より，アメリカで「教師効力感（teacher

efficacy or teachers’ sense of efficacy)」に関する研究が行われてきた。アシュトン
（Ashton １９８５）によれば教師効力感とは「子どもの学習に望ましい変化を与えること

ができるという信念」であるとされる。我が国でも，前原ほか（１９９１）らが，ギブソンと

デンボ（Gibson & Dembo １９８４）の教師効力感尺度を邦訳している。これらの尺度を用

いて，前原らは，校種，性，経験年数の違いによる教師の自己有効性の個人差を査定しよ

うとした。また宮本（１９９５）は，現場教師が自らの教育に対してどのような効力感を，ど

の程度強く持っているかを検討し，「成長促進効力感」「見守り効力感」「受けとめ効力

感」「無力感」の４因子を抽出し，いじめや不登校の問題が大きくなっているにも関わら

ず，教師が個人的には児童生徒をあたたかく「見守り」，十分「受けとめ」られると思っ

ていることに注目している。さらに，松田ら（１９９８，１９９９）は，一般性セルフ・エフィカ

シー尺度，教師効力感尺度により評定を行うとともに，半構成的面接調査を並行して行い，

中堅教師の効力感について検討を行っている。

課題固有的な効力感としての不登校対応自己効力感

このような教師効力感の研究は，教師としての一般的な効力感を問うものであるが，教

師の仕事には多種多様な要素が含まれ，その多様な課題によってそれぞれ求められる能力

には大きな違いがある。そこで，自己効力感が，「今，そのことが自分にできるかどうか」
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というような具体的な一つ一つの行為の遂行可能性の予測に関するものであり，行動に直

結した概念であり，一つ一つの行動に対応して自己効力が評定される（祐宗ら １９８５）と

いうことから，特に困難な課題がある場合には，その課題に対する効力感を測定すること

が有効であると考える。

目 的

本研究では，教師としての一般的な効力感ではなく，より課題固有的な自己効力感とし

て不登校対応自己効力感を設定し，尺度の作成を試みた。

方 法

質問項目の選定：現職教師への具体的な援助を目的として編集されており，実際に不登校

児を担任する教師が対応を考える上で参考にすることが多いと思われる，月刊学校教育相

談（ほんの森出版）の１９９８年に出版された１～１２月号に掲載された不登校児の指導に関す

る事例から，不登校児への対応として望ましいとされている担任教師の具体的対応を収集

した。また，児童心理（金子書房）１９９８．６臨時増刊「不登校・登校拒否への対応と援助」，

池田豊應，稲村卓らの著書からも，同様に不登校児への担任教師の具体的対応を集め，合

計１７４項目を収集した。

それらの項目を，不登校児への対応，学級の場における対応，家庭との関わり，教職員

の連携，不登校のとらえ方などに分類した。その中から，現職の小学校教員の助言を得て，

偏りをさけるように配慮しながら，実際に教育現場で不登校児との関わりの体験を語る教

師の事例から２９項目を収集した。さらに，池田（１９９７）より１項目，稲村（１９９１）より５

項目，横湯（１９９８）より１項目をつけ加え，不登校児への担任の対応として，３６項目を収

集した。

調査内容：上記の手続きにより選定された３６項目について，将来不登校児を担任した場合

を想定して，「今後不登校児を担任する場合に，どの程度実行できると思うか」を問うた。

これは，調査時に不登校児童を担任している教師が，現在の自らの対応の是非を問われて

いるととらえることを避けるためである。評定は１１段階とし，０（全然実行できない）か

ら１０（完全に実行できる）までのあてはまると思う段階の数字に○をつけるよう求めた。

調査対象者：小学校・中学校という学校の指導形態の違いが，不登校児への教師の対応に

大きな影響を与えていることが推測されるため，小学校教師に限定した。さらに，都市部

や地方，僻地といった地域による偏りを廃すために，首都圏と地方都市圏の学級担任経験

のある小学校教師に依頼した。対象者の在職する学校規模は，大規模校から小規模校まで

様々であった。実施時期は，１９９９年６月から７月である。全部で３５４部（地方都市圏２２８部，

首都圏１２６部）配布し，最終的に２８７部（地方都市圏１９４部，首都圏９３部）を回収し（回収

率８１．１％），その結果有効データ２１０部（地方都市圏１５８部，首都圏５２部）が得られた。

調査手続き：教師の属性とともに，不登校児担任経験についての調査用紙を添えて，質問

紙を配布した。主に郵送で，現職教員である知人を介して依頼し回収した。また，地方都

市の生徒指導主任研修会でも，集団的に実施した。
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結 果

不登校児への対応に関する３６項目の構造について検討を行うために，不登校対応自己効

力感尺度３６項目について因子分析し（主因子法，バリマックス回転），寄与率の偏りなど

から３因子を抽出した。各因子に，．４００以上の因子負荷量を示す項目で下位尺度を構成し

た（Table 1）。

第１因子は，「３３；無理な原因探し，責任者探しをしない」「３２；不登校を怠け，甘えと

決めつけない」「２４；家庭のこれまでの子育てを認め，問題を指摘しない」等，教師が不

登校の原因探しや，否定的にとらえることをせずに，不登校児と支持的に関わり，受けと

めていくことと関わる１２項目で，〈支持的受けとめ〉因子と名付けた。さらに第２因子は

「２７；不登校について，周りの子が理解できるように指導する」「２６；専門機関を紹介し

ても，子どもとの関わりは継続して行う」「不登校の児童を受けいれられる学級づくりを

する」等，不登校児が再登校できるように援助するための担任教師の具体的な関わり方を

あらわす１０項目で，〈再登校への支援〉因子とした。第３因子は，「３１；学校全体の協力体

制を作り，担任一人で解決しようとしない」「１７；担任としての責任感から一人で抱え込

むことをしない」「教職員の共通理解をはかるために，継続的な報告を行う」という，不

登校児を一人で抱え込まずに，周囲と協力して対応することと関係がある３項目で〈協

力〉因子と名付けた。

なお，２つの因子に高い負荷量を示す２項目「３５；「関係をつくる」という視点から保

護者と関わる」「２３；担任の不安や焦りを聴いてもらう相手をもつ」と，いずれの因子に

も高い負荷量を示さなかった９項目（１．３．４．５．６．１０．１２．２１．２５）については，効力感

尺度から除外した。

各因子について回答者の属性別に分散分析を行った結果（Table 2），３因子すべてに

おいて，女性教師の効力感の高さが明らかにされた。また，第２因子「再登校への支援」

において，首都圏の教師に比べ，地方都市圏の教師の効力感の高さが示唆された。また，

教師の年代別に効力感を比較したところ，第１因子「支持的受けとめ」について，４０代・

５０代教師の平均点がやや高かったものの，有意な差は見られなかった。

また，３６項目の各項目に対する２１０名の教師の自己効力評定値の平均値と標準偏差はTa-

ble 3にまとめられた。

考 察

選定された項目について

本研究では，現場の教師が購読しやすい専門雑誌から不登校への具体的な対応を抽出し，

教師を対象に各項目に関する効力感を問いかけている。その回答を因子分析にかけたとこ

ろ，３因子が抽出された。この第一の因子は，主に不登校をどのようにとらえて，どのよ

うな態度で取り組むかという不登校に対する基本的な態度に関する因子となり，「支持的

受けとめ」因子と名づけられた。不登校を「子育ての失敗」「甘え」などと「否定的」に

とらえ，それらの原因をつきとめ取り除く事で再登校にこぎつけることができるという態
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Table １ 因子分析結果

項目
番号

項 目
第１因子
負荷量

第２因子
負荷量

第３因子
負荷量

第１因子・支持的受けとめ
３３．無理な原因探し，責任者探しをしない。 ．６８７５ ．１９５６ －．３０１７
３２．不登校を「怠け」「甘え」と決めつけない。 ．６５９６ ．１４７９ －．２８０８
２４．家庭のこれまでの子育てを認め，問題を指摘しない。 ．６０９４ ．２０８４ －．０２９０
３６．不登校を否定的にとらえない。 ．５８８０ ．１１３２ －．２５２４
１３．子どもの言動の意味を肯定的にとらえる。 ．５７１７ ．３１２６ －．１４３６
１８．原因探しはせず，今後の対応を保護者と一緒に考えていく。 ．５６０１ ．０９０１ －．２２０１
３４．不登校児が学校へ戻るのを，焦らず待つ。 ．５５４８ ．２０１８ －．１３５６
３０．不登校児は，「生き方探し」をしているという理解的態度を持つ。 ．５４１８ ．２５５２ －．３０５９
１１．保護者の「学校批判」は不安や焦りの表れとしてうけとめ，聴く
ことに徹する。

．４９２９ ．２２３３ －．１１９６

１９．保護者の話を聴くことを第一にし，一方的に教師が話をしない。 ．４８５６ ．２９２１ －．２０３７
２８．不登校を担任（自分）のせいだと考えない。 ．４８１２ ．０２１０ －．３９５２
１５．再登校したばかりの頃は，また休んでも焦らずに見守る。 ．４１０８ ．３５８９ －．２４８８
第２因子・再登校への支援
２７．不登校児について，周りの子が理解できるように指導する。 ．２５０４ ．６３９１ －．１１３８
２６．専門機関を紹介しても，子どもとの関わりは継続して行う。 ．１９０３ ．６３１０ －．２５２２
１６．不登校の児童を受けいれられる学級作りをする。 ．２５７５ ．６０５７ －．１８１６
２０．不登校児が周りから攻撃されないように心身の安全をはかる。 ．３５０７ ．５４７３ －．１４００
２．保護者との関係をつくるために，週１回程度の定期的な家庭訪問
を行う。

．０９４１ ．４９５６ －．１２７３

９．不登校児に対して，「忘れていないよ」というメッセージを常に送る。 ．０８７３ ．４７６２ －．２９５２
２９．休んでいても，その子の存在感を学級で保つようにする。 ．２５３１ ．４７３９ －．３４６４
１４．学級運営について，見直しを行う。 ．１３１０ ．４７２８ －．２００３
７．子どもの現実をそのまま共有できるような雰囲気を保護者との間
でつくる。

．３８８９ ．４４７９ －．０３９７

８．子どもが嫌がる様子を見せたら，家庭訪問の回数を減らすなど，
接し方を変える。

．３８８７ ．４２８９ －．０６０１

第３因子・協力
３１．学校全体の協力体制をつくり，担任一人で解決しようとしない。 ．２３７５ ．１６４１ －．７７６７
１７．担任としての責任感から一人で抱え込むことをしない。 ．３２１３ ．０４４５ －．６６４１
２２．教職員の共通理解をはかるために，継続的な報告を行う。 ．１２８０ ．３８６５ －．５５１９
重複項目
３５．「関係をつくる」という視点から保護者と関わる。 ．４２６７ ．５５９４ －．０６０５
２３．担任の不安や焦りを聴いてもらう相手をもつ。 ．２８０７ ．４２４７ －．４１０９
削除項目（負荷量がすべて．４以下）
２５．学校全体で，不登校児が居心地良いと感じられる環境をつくるよ
う，働きかける。

．３３０６ ．３９０２ －．３０１０

４．不登校児と家庭で会うときには，趣味の話をしたり，遊んだりする。 ．０６０４ ．３８７７ －．１４９１
１２．専門家の意見を交えて，指導の方針を検討する機会をもつ。 ．２５６６ ．３７４０ －．０９４６
１０．家庭訪問では，子どもが自発的に顔を出してくるのを待つ。 ．３５７１ ．３６８３ －．１２７７
１．指導の記録は詳しく具体的に書く。 ．０１１６ ．３５３８ －．１７３９
５．欠席中の不登校児の名簿，机の位置，げた履きなどに配慮する。 ．１２０７ ．３４９３ －．２９４９
６．家庭訪問では不登校児に登校の約束をさせたり学校の話をしない。 ．３４２０ ．０３５４ －．０６０９
３．配布物や連絡は，毎日確実に行う。 ．００６７ ．２４６０ －．３７４７
２１．保護者との信頼関係が深まってから，専門機関を紹介する。 ．３７８９ ．３７５３ －．０１８１

因子負荷量２乗和 ５．４５２６ ５．０６９６ ３．００８２
寄与率（％） １５．１４６０ １４．０８２１ ８．３５６２
累積寄与率（％） １５．１４６０ ２９．２２８２ ３７．５８４３
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Table 2 回答者の属性別平均値（N＝２１０）

因 子
年 代 性 別 勤 務 地 分散分析(F値）

２０代 ３０代 ４０代 ５０代 男性 女性 首都圏 Ａ県 年代 性別 勤務地
F１支持的受けとめ ８５．１２ ８４．８４ ８８．３２ ９０．５９ ８３．７３ ８８．６０ ８７．６５ ８６．４１ n. s ５．２６＊ n. s
F ２再登校への支援 ７８．０６ ７７．３４ ７９．５５ ７７．５９ ７６．２７ ７９．５７ ７５．８７ ７９．１０ n. s ４．５７＊ ３．４３＋

F３協力 ２４．４７ ２２．５３ ２２．６２ ２３．４７ ２２．１２ ２３．２３ ２２．９８ ２２．７４ n. s ２．７９＋ n. s
＊＊p＜．０１ ＊p＜．０５ ＋p＜．１０

Table 3 項目別平均値と標準偏差

番号 項 目 平均値 標準偏差
第１因子・支持的受けとめ
３３．無理な原因探し，責任者探しをしない。 ７．５９５ １．９１１
３２．不登校を「怠け」「甘え」と決めつけない。 ７．３７６ １．９１４
２４．家庭のこれまでの子育てを認め，問題を指摘しない。 ６．５９０ ２．２１８
３６．不登校を否定的にとらえない。 ７．０８１ １．９９２
１３．子どもの言動の意味を肯定的にとらえる。 ７．３０５ １．６６３
１８．原因探しはせず，今後の対応を保護者と一緒に考えていく。 ６．６００ ２．０９８
３４．不登校児が学校へ戻るのを，焦らず待つ。 ７．６８１ １．７３７
３０．不登校児は，「生き方探し」をしているという理解的態度を持つ。 ６．９１９ １．８９９
１１．保護者の「学校批判」は不安や焦りの表れとしてうけとめ，聴くことに徹する。 ７．３１９ １．９３９
１９．保護者の話を聴くことを第一にし，一方的に教師が話をしない。 ７．８２４ １．５９８
２８．不登校を担任（自分）のせいだと考えない。 ６．２３３ ２．１８６
１５．再登校したばかりの頃は，また休んでも焦らずに見守る。 ８．１９５ １．６０８
第２因子・再登校への支援
２７．不登校児について，周りの子が理解できるように指導する。 ８．１３３ １．４８０
２６．専門機関を紹介しても，子どもとの関わりは継続して行う。 ８．２６７ １．５９３
１６．不登校の児童を受けいれられる学級作りをする。 ８．２５２ １．４５０
２０．不登校児が周りから攻撃されないように心身の安全をはかる。 ８．３８１ １．３７６
２．保護者との関係をつくるために，週１回程度の定期的な家庭訪問を行う。 ６．６５７ ２．７３７
９．不登校児に対して，「忘れていないよ」というメッセージを常に送る。 ８．１６７ １．８７９
２９．休んでいても，その子の存在感を学級で保つようにする。 ７．７４３ １．６９３
１４．学級運営について，見直しを行う。 ７．３７１ １．７２５
７．子どもの現実をそのまま共有できるような雰囲気を保護者との間でつくる。 ６．９５７ １．９８９
８．子どもが嫌がる様子を見せたら，家庭訪問の回数を減らすなど，接し方を変える。８．３７１ １．６８３
第３因子・協力
３１．学校全体の協力体制をつくり，担任一人で解決しようとしない。 ７．２５７ １．９９１
１７．担任としての責任感から一人で抱え込むことをしない。 ７．３３３ １．８９８
２２．教職員の共通理解をはかるために，継続的な報告を行う。 ８．２１０ １．６４０
重複項目
３５．「関係をつくる」という視点から保護者と関わる。 ８．２１４ １．５７３
２３．担任の不安や焦りを聴いてもらう相手をもつ。 ７．６３８ １．９８６
削除項目（負荷量がすべて．４以下）
２５．学校全体で，不登校児が居心地良いと感じられる環境をつくるよう，働きかける。７．０４３ １．９６５
４．不登校児と家庭で会うときには，趣味の話をしたり，遊んだりする。 ６．９７１ ２．３２２
１２．専門家の意見を交えて，指導の方針を検討する機会をもつ。 ７．８００ １．８６６
１０．家庭訪問では，子どもが自発的に顔を出してくるのを待つ。 ７．７５７ １．９１１
１．指導の記録は詳しく具体的に書く。 ６．８００ ２．０２１
５．欠席中の不登校児の名簿，机の位置，げた履きなどに配慮する。 ８．１３３ ２．２６０
６．家庭訪問では不登校児に登校の約束をさせたり学校の話をしない。 ６．７９０ ２．３１２
３．配布物や連絡は，毎日確実に行う。 ７．３３３ ２．４９３
２１．保護者との信頼関係が深まってから，専門機関を紹介する。 ７．７８１ １．９３５
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度では，かえって逆効果であり，むしろ子ども達が不登校をしている意味を「行き方探

し」と位置付け，彼らの再登校を「焦らずに待ち」，たとえ保護者が学校批判をしようと

も，保護者の話を聴くように心がけつつ，決して自分を責めないでいるという，ロジャー

スのカウンセリングの基本理念に沿った態度である。

一方，第二因子は，担任教師としての不登校児童に対する具体的なはたらきかけに関わ

る因子である。そこには，学級の不登校児童がいつでも戻れる居場所を確保しておく工夫

や，不登校児童や保護者に対する継続的な関係の維持などの項目が集まった。不登校経過

中のこのような地道なはたらきかけを継続させることが，再登校への援助であることを示

す項目群である。

また，第三因子は，不登校への対応をひとりで抱え込むことなく，情報を共有したり，

学校全体の協力体制を活用する連携的な態度に関する項目群である。第２因子と第３因子

の両方に負荷の高かった「担任の焦りや不安を聴いてもらう相手をもつ」項目を，この因

子に加えても支障はないと思われる。

各項目の自己効力評定平均値より

このような因子に含まれる各項目に対する２１０名の教師の自己効力評定値の平均値が調

べられた。これによると，教師の自己効力感が低い項目は「２８；不登校を担任（自分）の

せいだと考えない」「２４；家庭のこれまでの子育てを認め，問題を指摘しない」「１８；原因

探しはせず，今後の対応を保護者と一緒に考えて行く」「２；保護者との関係を作るため

に週一回程度の定期的な家庭訪問を行う」となり，高い項目は，「２０；不登校児がまわり

から攻撃されないように心身の安全をはかる」「８；子どもが嫌がる様子を見せたら，家

庭訪問の回数を減らすなど，接し方を変える」「２６：専門機関を紹介しても，子どもとの

関わりは継続して行う」「１６；不登校の児童を受けいれられる学級作りをする」「２２；教職

員の共通理解をはかるために継続的に報告を行う」となった。傾向としては，保護者との

関わりに関する自己効力感は低く見積もられ，子どもや同僚にはたらきかける項目は高く

見積もられることがうかがわれた。教師として不登校児童の保護者との対応は，ふつうの

保護者との対応よりも苦手意識を感じさせられるようである。この自己効力の見積もりの

低い項目の中に「不登校を担任（自分）のせいだとは考えない」という項目も含まれてい

たが，不登校の保護者との対応において，担任の責任だと思われているのではないか，と

いう危惧がこの教師―保護者の連携を難しくさせていると推測される。教師としては

「２４；家庭のこれまでの子育てを認め，問題を指摘しない」と構えながら「１１；保護者の

「学校批判」は不安や焦りの表れとしてうけとめ」不登校を教師（自分）の責任とは考え

ないでいられるためには，不登校についての無理な原因探し・責任者探しは無益であると

いう信念と教師としての相当な自信がその背景に必要となるように思われる。

不登校対応自己効力感の属性による分析より

さて，このような効力感を属性別に分散分析にかけた結果，３因子すべてにおいて，女

性教師の効力感得点が有意に高くなっていた。効力感の性差について言及したものとして

は，Betz & Hackett（１９８３）があり，数学についての自己効力を測定する尺度を作成し

調べたところ，男子学生の自己効力の方が高かった。しかし，Taylor & Betz（１９８３）の

進路決定課題についての研究では，そのような性差は認められず，自己効力と性差につい

ての知見は必ずしも一致していないことが指摘されている。（竹綱ら・前掲）
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教師効力感の研究としては，前原ら（前掲）が，Woolfolk & Hoy（１９９０）の尺度を翻

訳しているが，その中で性差についても検討されている。その結果，本研究で作成した不

登校対応自己効力を内包すると思われる第２因子「より指導困難な状況での有効性」にお

いて，小学校教師では，男性教師の方が女性教師よりも有意に効力得点が高くなっている。

この違いの原因としては，前原らの研究で使われた尺度の項目が「自分が本気になってあ

たれば，非常に難しいと思われる児童・生徒でも指導できる。」「自分が一生懸命やれば，

非常に難しい生徒・児童でも，あるいはやる気のない者でも指導できる。」というように，

場面設定が曖昧で，一般的で具体性の少ない項目であることが指摘できる。

松田ら（１９９９）は，Woolfolk & Hoy や前原の尺度分析に基づいて，２下位尺度による

事例のタイプ分けを行って，教師の自己効力感を検討している。その中で，教師のもつ「控

えめさ」や「自己に対して厳しく接する構え」が，自己効力感を低めていることを指摘し

ているが，このような傾向が，多くの場面にあてはまる前原らの尺度では，特に女性教師

に対して，自己効力を低く評定させるものとなっていると考えられる。

これに対して，本尺度は，非常に具体的な課題固有の項目であり，評定する教師にとっ

て，一つ一つの対応が明確にとらえられたと思われる。そのことが，自らの対応に対して

慎重になりがちな女性教師にとっても，「これはできる」と自信をもって評定できたので

はないだろうか。

また，第２因子「再登校への支援」については，首都圏の教師に比べ，地方都市圏の教

師の効力感の高さが示唆された。このことは，学校以外に不登校援助施設が少ない地方都

市圏においては，不登校児への援助について，学校や教師に期待される部分が大きいこと

の現れと考えられる。また，権利意識が強く，不登校が学校不適応であるならば，むしろ

学校に改善を求める保護者の多い首都圏においては，必然的に，教師の対応が消極的なも

のにならざるを得ない，という状況があると考えられる。

なお，本研究では，３因子すべてにおいて世代による有意差は見られなかった。この結

果は，教職経験を積んでも，不登校児への対応に対する効力感は，高まっていないことを

示している。これは，不登校という現象が，この１０年余りで急激な増加を示したものであ

り，長い経験を持った教師にとっても未知の領域であり，対応が困難な課題としてとらえ

られていることを示すものである。

今後の課題

このように，回答者の属性分析から，本尺度にはある程度の内容的妥当性があると考え

られる。今後は，各項目の内容が真に適切な不登校児への対応であるかどうかについての

検討を行うとともに，この尺度が実際の不登校児童を担任した際の遂行とどのように関わ

るのかを調べて本尺度の妥当性を検討したい。また不登校児を担任する経験によって教師

の自己効力感がどのように変化するかについても研究したい。
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